住居手当認定後の留意事項
　
親族間の賃貸借契約では、住居手当の支給が社会通念上適当でない場合があるため、２親等以内の親族が貸主となっている場合は、認定後も継続的な確認を行いますので、手当受給中は毎年下記の書類を提出してください。

　書類の提出がない場合や対象物件が不動産収入として計上されていない場合は、住居手当の認定を取り消し、その間に受給した手当は不当利得として返還を求める場合がありますので、くれぐれも留意してください。

記

１　提出書類

　（１）　貸主である、（続柄）　（氏名）氏の「収支内訳書（不動産所得用）」等確定申告書類の写し（「税務署受付印」のあるもの）

　（２）　直近の支払を証明する書類の写し（金融機関の払込受付書、ＡＴＭ利用明細票など、客観的に支払の事実を確認できるもの）
　　　　　※手書きの領収証は、社会通念上適当と認められていません。

２　提出期限

　　　毎年３月２０日

３　提出先
　　　学校長

　　　ただし、公立学校職員の給与に関する条例第14条の３第２号による場合は、
高知県教育委員会事務局教職員・福利課長（給与担当）
